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事業計画 

運営方針 

 当財団の公益目的事業は、地域資源活用推進事業であり、これは地域資源に再注目

し、これを活用した第二次産業・第三次産業を育てることにより、山村の振興を図る

ものです。特に当該地域の重要な資源である山林については、県産材の需要拡大が求

められており、また適切な間伐が自然災害の被害 低減につながるという観点から、

間伐材を含めた地元材の活用推進に特に注力するものです。 

 設立２０周年の節目となる今年度は特に、今春稼働の木質バイオマス発電事業が本

格的に始まることから、今後これまでにない質量の木材が伐採され、より適切な、か

つ効果的な活用を図ることが求められています。こうした状況に対応して今年度は特

に①県西部地域の潜在的な乾燥材の需要に対応するために木材乾燥機等の導入を図り

ます②当財団並びに地域企業が製品化する県産材製品の製造を旭町の更生施設との連

携により行うと共に、受刑者の社会復帰の一助として技術指導を行います。 

 

 

Ⅰ 公益目的事業 

１ 地域資源活用推進事業 

(１)地域材製品等開発支援事業 

 <地域材製品の開発支援／地域材製品の企画試作／オープンラボ(工場開放)> 

 

   当該地域において確保・保持が難しい試験研究や技術開発の体制・ノウハウにつ

いて当財団職員及び当財団がコーディネートする人材により補完する取り組みを行い

ます。木材加工業者、製材業者等からの相談に応じ、もしくは自主開発を進め、地域

材製品を企画し試作し、県産材製品開発を総合的に支援します。今年度は以下の事項

を重点的に実施します。 

  ①浜田地域は県西部においても特に乾燥材率が低く、乾燥材の需要があっても乾燥

材の供給が難しい現状にあります。財団に乾燥機を導入することで圏域内の乾燥材率

を向上させること、及び他地域からの乾燥需要に応えるため新規乾燥機の導入を図り

ます。 

  ②受刑者に技術指導すると共に、刑務作業を活用して木材の節補修及び木製品制作

を行い、木材加工業の活性化を図ります。 

 ②造材や原木供給方法の改善を目的として現状調査を県からの委託を受け、実施す

る予定です。また、昨年度に続きバイオマス燃料となるチップ素材等に関しての含水

率追跡調査を実施し、その結果を情報提供します。 

 

 ③継続して取り組んでいる異樹種三層材の商品開発のために、地域の工務店やポリ

ティクカレッジ島根等と連携し、二次加工製品の試作を進め、今期から参加する県外

出荷連合の展示会等において販路開拓を図ります。 



 (２)地域産品の普及促進事業 

 <地域産品のＰＲ支援／販路拡大のための情報収集提供> 

 

  当該地域は比較的小規模な製造業者が多く、産品のＰＲを行う機会を設けにくい

のが実情です。一方、産品の普及においては地域にとどまらない広域の市場を対象と

したＰＲ・販路開拓を継続することが必要でありこの機会の提供及び相談支援を行い

ます。地域の農林水産加工品のＰＲ展示を行います。 

  当財団では平成２５年から地域産品の展示販売会を松江市で開催しています。今

年度は特に地域外に販路を持たない西部地域の小規模事業者の産品を積極的に加え、

可能な限り取扱産品を拡充し、地域性の高い産品をより多くＰＲします。 

 

２．地域づくり事業 

  地域内外の住民に対し、森林資源をはじめとした当該地域の特性に触れる機会を

設けるほか、地域づくり支援を行う機関に対する助成、表彰を行うことなどにより山

村の振興を図るものです。 

 

 ①森林保全学習体験事業では、地域イベントにおいて木工体験を実施します。    

 ②地域づくり等協力事業では、地域の活性化に資することが認められる活動を支援

するために、自ら主体となって積極的に行事等の活動を実施する団体・グループの経

費の一部を助成します。 

  

  ③施設管理事業では、他地域住民の当該地域に対する関心や来訪の機会を増大する

ため、他地域からの集客拠点のひとつである公的施設「浜田市フットサルやさか競技

場」の受付業務を今年度も浜田市からの委託を受けて行います。 

 

  ④表彰事業については、当該地域の活性化に資する生産活動や公益活動を行った団

体を表彰し、地域の振興の機運を高める事業ですが各地で類似の事業が行われている

ことなどから事業の見直しを含めて、再検討を行います。 

 

  

設立２０周年記念事業 

 当財団は平成２７年度に新旧法人を通算して設立２０周年を迎えます。これを記念

して、以下の事業・催しを実施します。 

 

  ・刑務作業を活用した県産材製品の作業指導及び製作販売 

  ・木材乾燥機等の導入 

    木材協会などを中心とした施設更新検討準備会の意見を踏まえて、県補助事業を 

 活用した導入を図ります。 

  ・記念祝賀会、「林業ＤＶＤ」上映会及び意見交換会等 



 

Ⅱ 収益目的事業 

 (１)県産材木製品受注事業 <木製品の受注製作販売> 

 (２)土地建物賃貸事業 <金城町財団所有地の賃貸> 

 

 収益確保を目的とし、木製品の製作・販売及び不動産賃貸等を行う事業です。 

 ・収益確保を目指し、県外へ販売可能な製品の開発が必要です。商品競争力の向上

を図るために、地域企業及び旭町の更正施設との連携を図ります。 

 

 

 

Ⅲ 財団の運営 

 

 財団の業務執行に関する意思決定を行い、業務を公正に執行するため、理事会評議

員会を開催し、適正な財団運営に努めます。 

 

 ①理事会  

  第１回 ５月開催 事業報告・収支決算について 

   第２回 ３月開催 事業計画・収支予算について 

 ②評議員会 

   定時評議員会 ５月開催 事業報告・収支決算について 

 ③監査 

  ５月開催 ２５年度における会計及び業務監査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

収支計画 

公益目的事業会計 

   経常収益計                         ５８，０１０，０００ 

     ①地域材製品等開発支援事業          １５，５５０，０００  

     ②地域産品の普及促進事業              １，３００，０００ 

     ③森林保全学習体験事業                    ２０６，５００ 

     ④地域づくり推進事業                                  ０ 

     ⑤施設管理事業                            ５７０，０００ 

     ⑥表彰事業                                             ０ 

     ⑦共通                              ４０，５２５，０００    

 

   経常費用計                             ４５，９８２，０００ 

     ①地域材製品等開発支援事業           ２５，４２９，０００ 

     ②地域産品の普及促進事業               ６，６１５，０００ 

     ③森林保全学習体験事業                 １，０５８，０００  

     ④地域づくり推進事業                   ２，６８７，０００  

     ⑤施設管理事業                         １，１４６，０００ 

     ⑥表彰事業                                 １０，０００  

     ⑦共通                                 ９，０３７，０００ 

 

収益事業等会計 

   経常収益計                         １５，９８９，０００ 

     ①県産材を使った木製品受注事業       １２，０００，０００ 

     ②土地建物の賃貸事業                   ３，９８９，０００ 

     ③共通                                                 ０ 

   経常費用計                              １５，３６０，０００ 

     ①県産材を使った木製品受注事業       １０，１４５，０００ 

     ②土地建物の賃貸事業                  ２，６３５，０００ 

     ③共通                                 ２，５８０，０００ 

                              

法人会計収益                                  １０，０００ 

法人会計費用                               ２，２１０，０００ 

当期経常増減額   公益事業               １２，０２８，０００ 

              収益事業                   ６２９，０００ 

              法人会計                  △  ２，２００，０００ 

              増減額                     １０，４５７，０００ 

 

経常外収益(有価証券売却益)                               ０ 

当期一般正味財産期末残高                       １０，４５７，０００ 

 

 

 


